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研究成果の概要（和文）：今回の３年間にわたる研究費助成によって、フランスの右翼ポピュリズム政党である
「国民戦線（現在は国民連合に改名）について、党首マリーヌ・ルペン就任後の時期を中心に集中的に研究に取
り組めた。特に、２０１７年大統領選挙は、欧州におけるポピュリズム現象の拡大の中で注目を集め、各種論稿
の執筆のほかに、取材や講演などでも情報や知識の提供を行うことができた。

研究成果の概要（英文）：We could produced many informations and knwleges about populist-rightsist 
party in France.Paticurary,those of presidential election 2017 and candidate Marine Le Pen.

研究分野：フランス現代政治
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研究成果の学術的意義や社会的意義
アメリカでトランプ大統領が誕生することで、ヨーロッパを中心にポピュリズム現象が広がった。そのなかで、
ＥＵ統合の行方や移民・難民、イスラムとテロなどの問題と関連して、フランスの「国民戦線」についての多面
的な分析と考察を提供することができた。特に、２０１７年の大統領選挙をめぐって、メディアや研究者などの
知的ニーズに応えることができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 欧州では、移民問題やテロの問題、失業率の高止まりや非正規雇用化、購買力の低下、公共
サービスの削減や地域社会の荒廃、地方における製造業の衰退、社会的格差の広がりといった
日常生活を脅かす問題の深刻化を背景に有権者の政治への不信や不満が高まり、EU 統合や既
成政党・政治家、エリートに批判や反発が向けられるようになった。とりわけ、地方での生活
の困難化は、最近になって突然に出現した「黄色いベスト運動」が地方を主要な舞台として、
展開されていることに表れている。まあ、その運動が、既成政党・政治家、エリートへの不満
と不信を原動力にしていることが有権者における政治不信の蔓延を象徴している。そのような
状況のなかで、欧州諸国では、極右政党がポピュリズム的手法を駆使して民衆の不満を利用し
て、各種選挙で躍進するという現象が目に付くようになった。 
フランスでも同様で、１９７２年に結成された「国民戦線（FN）」（のちに「国民連合」に改
名）が１９８０年代から台頭し、以降も安定した政治勢力としてフランスの政党システムに定
着している。その時期は、グローバル化が本格的に進行し、経済不況と失業や犯罪の増加とい
った経済社会的危機が表面化した時代であり、政権交代を繰り返す左翼と保守の政権が的確な
対応を打ち出せない中で、政治に対する不信が高まっていった時期であった。１９８３年－８
４年の各種選挙で、FN は突然に躍進をはじめ、泡沫政党から政党システムの一員として定着
していくことになった。 
１９９０年代は、EU 統合とグローバル化の進展によって国民国家の存在が希薄化していく
時期であるが、FN は移民問題に加えて反グローバリズム、反 EU のテーマをもう一つの軸と
して設定することで、プロパガンダを強化する。グローバル化と EU統合によって苦しめられ
ている民衆の味方として自己を提示し、そのような苦境に民衆を追い込んでいる既成政党・政
治家、エリートを告発するというポピュリストのスタイルを確立することになった。 
以降は、イスラムとテロという新たなプロパガンダのテーマも積極的に活用しながら、国民
の利益と国家の主権を防衛する「愛国主義政党」としてナショナリズムを基盤とする宣伝・船
頭を展開している。 
２０１１年に女性党首に後退したのちには、さらに FNは勢いを伸ばしている。これまでの
ポピュリストのテーマとスタイルは基本的に維持しながら、マリーヌ新党首の下で党のイメー
ジチェンジ、すなわち、穏健でモダンなイメージも加味しながら、「新しい FNへのイメージ転
換戦略を進めている。そして、そのような戦略は一定の成功を収めている。 
というのは、新党首マリーヌ・ルペンの下で FNは各種選挙で好成績を収め、２０１５年の
欧州議会選挙では第１党に躍り出ている。好調な党勢を背景に、２０１７年の大統領選挙では、
マリーヌ・ルペンは台風の目になったからである。同時に、欧州各国でも右翼ポピュリズム政
が台頭するという状況のなかで開始された。アメリカでもトランプ大統領が誕生し、「ポピュリ
ズム」が政治の領域で注目を浴びるという状況を背景に、本研究ははじめられ、展開されてき
た。 
 
２．研究の目的 
 日本を含めて世界で、多くの研究者やジャーナリストが「ポピュリズム」の現象について言
及し、多くの研究や分析が行われているが、本研究も、フランスの右翼ポピュリズム政党の研
究を通じて、そのような現象の解明に貢献することを主要な目的としている。というのは、多
くの共通性を持ちながらも、国や地域によってポピュリズムという政治的現象は異なっている
からである。各国や地域でのポピュリズム現象を分析・考察することで、その現象の共通性や
差異を明らかにすることができるだろう。そのような比較研究の必要性からも、フランスの FN
を分析・考察する必要性があり、それをな目的として本研究は着手され、取り組まれてきた。 
 
３．研究の方法 
 これまでの国民戦線についての研究を踏まえて、マリーヌ・ルペンの率いる国民戦線の新し
さとこれまでの「古い FN」との連続性の解明という視点を軸として、マリーヌの「新しい FN」
を分析・考察し、その高いパフォーマンスの理由を解明すると同時に、それをフランス社会、
経済、政治の変容と関連付けて構造的要因に立脚して説明するという手法をとっていう。いわ
ゆる、政局分析ではなく、社会に根差す現象として研究することを方法の基としている。 

 
４．研究成果 
 本研究によって、マリーヌ・ルペンの「新しい FN」について、とりわけ、父親ジャン＝マリ
ー・ルペンの「古い FN」との連続性と変化の観点からの多角的な分析と考察が可能となった。
結果として、マリーヌ・ルペンについて体系的な研究が連載論文として執筆された他にも、雑
誌論文や学会、研究会での報告、マスコミへの取材協力などの形で成果は還元されている。 
 現在、マリーヌ・ルペンは世論調査で支持率のトップを走っており、２０２２年大統領選挙
でも、大統領に当選するかは別にしても台風の目になることが予想される。少なくとも、他の
政党も含めて、大統領 s年きょの帰結に重要な影響を与えることは確かである、その時は、本
研究で明らかにされた「国民連合」とマリーヌ・ルペンについての情報や知識は、研究者やジ
ャーナリスト、外交関係者にとっても有用であろう。 
 また、フランスを始め先進国ではポピュリズム現象が拡大しているが、グローバル化のもと



で社会、経済、政治が大きく変容しているという共通の背景が指摘されている。日本も、先進
国として、共通の状況を抱えており、日本でのポピュリズム政治の可能性を検討するうえでも、
フランスの変容についての研究は参考になるはずである。 
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